
下関市先端設備等導入支援事業費補助金交付要綱

令和３年５月２８日

改正 令和３年６月１６日

令和４年３月２４日

（趣旨）

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症が事業環境に与える影響を乗

り越えるため、積極的な投資を行う中小企業者の先端設備等の導入に要する

費用の一部を補助する下関市先端設備等導入支援事業費補助金（以下「補助

金」という。）の交付に関し、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。

(1) 中小企業者 中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号。以下「法」

という。）第２条第１項に規定する中小企業者をいう。

(2) 先端設備等 法第２条第１４項に規定する先端設備等をいう。

(3) 先端設備等導入計画 法第５２条第１項に規定する先端設備等導入計画

をいう。

(4) 工業会証明書 中小企業等経営強化法施行規則（平成１１年通商産業省

令第７４号）第７条第２項に規定する要件を満たす設備等として認めた設

備等に対して、設備等ごとに証明団体として指定されている工業会等が発

行する証明書をいう。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、本市

から法第５２条第１項の規定による先端設備等導入計画の認定を受けた中小

企業者とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象者と

しない。

(1) 国及び法人税法（昭和４０年法律第３４号）別表第１に掲げる公共法人

(2) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第

１２２号）第２条第５項に規定する性風俗関連特殊営業又は当該営業に係

る同条第１３項に規定する接客業務受託営業を行う事業者

(3) 下関市暴力団排除条例（平成２３年条例第４２号）第２条第１号に規定



する暴力団若しくは同条第２号に規定する暴力団員又はこれらと密接な関

係を有している事業者

(4) 市税（新型コロナウイルス感染症を原因として地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）第１５条第１項又は附則第５９条第１項の規定により市税

の徴収を猶予された者に係る当該徴収を猶予された市税を除く。以下同じ。）

を滞納している事業者

(5) 前各号に掲げるもののほか、補助金の趣旨から補助対象者とすることが

適当でないと市長が認める者

（補助対象事業）

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、

次条に規定する補助対象設備を導入する事業であって、次に掲げる要件の全

てを満たすものとする。ただし、下関市中小企業経営革新事業費補助金の交

付を受けた、又は受ける予定のある事業を除く。

(1) 当該導入に関する先端設備等導入計画について、法第５２条第１項又は

第５３条第１項の規定による本市の認定を受けていること。

(2) 令和４年３月１日から令和５年２月２８日までの間に次条に規定する補

助対象設備を取得すること。

（補助対象設備）

第５条 補助金の交付の対象となる設備等（以下「補助対象設備」という。）は、

次の各号のいずれにも該当する先端設備等（中古のものを除く。）とする。た

だし、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法

（平成２３年法律第１０８号）第２条第３項に規定する再生可能エネルギー

発電設備を除く。

(1) 市内の拠点（本社、事業所、工場等）に設置するものであること。

(2) １台又は１基（通常１組又は１式をもって取引の単位とされるものにあ

っては、１組又は１式とする。）の取得価額が３００万円以上であること。

(3) 工業会証明書の発行を受けている設備等であること。

(4) リース契約に基づき設置する設備等でないこと。

（補助対象経費）

第６条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

補助対象者が行う補助対象事業に要する経費のうち、次に掲げる経費（消費



税及び地方消費税に相当する額を除く。）とする。

(1) 設備購入費 補助対象設備の購入に係る経費

(2) 据付工事費 補助対象設備の設置に係る経費。ただし、既存の設備の撤

去等に係る経費を除く。

（補助金の額）

第７条 補助金の額は、補助対象経費に１０分の１を乗じて得た額とする。こ

の場合において、当該額に１，０００円未満の端数が生じたときは、これを

切り捨てるものとする。

２ 前項の規定による補助金の額は、１事業者当たり１００万円を限度とする。

（交付の申請）

第８条 補助金の交付を受けようとする者は、先端設備等導入支援事業費補助

金交付申請書（様式第１号）及び実績報告書（様式第２号）に、次に掲げる

関係書類を添えて、令和５年２月２８日までに、これを市長に提出しなけれ

ばならない。

(1) 先端設備等導入計画について、法第５２条第１項又は第５３条第１項の

規定による本市の認定を受けていることを証する書類

(2) 補助対象設備に係る工業会証明書

(3) 補助対象経費の支払等を確認できる書類（領収書等の写し）

(4) 設置完了後の補助対象設備の写真

(5) 市税の滞納がないことを証する書類

(6) その他市長が必要と認める書類

（交付決定等）

第９条 市長は、前条の規定による申請があった場合において、速やかにその

内容を審査し、補助金を交付すべきものと認めるときは、予算の範囲内にお

いて、補助金の交付決定及び額の確定を行うものとする。

（交付決定等の通知）

第１０条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定及び額の確定をしたと

きは、先端設備等導入支援事業費補助金交付決定通知書兼確定通知書（様式

第３号）により、当該補助金の交付の申請をした者に通知するものとする。

２ 市長は、前条の規定による審査により補助金の交付が適当でないと認める

ときは、補助金を交付しない旨を、当該補助金の交付の申請をした者に通知



するものとする。

（補助金の交付請求）

第１１条 前条第１項の規定による通知を受けた者（以下「補助事業者」とい

う。）は、補助金の交付を受けようとするときは、先端設備等導入支援事業費

補助金交付請求書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。

２ 市長は、前項の規定により請求書の提出を受けた場合において、これを審

査し、適当であると認めるときは、当該請求書の提出を受けた日から３０日

以内に当該補助事業者に補助金を交付するものとする。

（関係書類の整備等）

第１２条 補助事業者は、補助対象事業の実施状況及び経費の収支に関する帳

簿その他関係書類（市長が別に指示する書類を含む。以下同じ。）を整備し、

当該補助対象事業の完了した日の属する会計年度の翌年度の初日から起算し

て５年間これを保管しなければならない。

（決定の取消し等）

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。

(1) 虚偽その他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。

(2) この要綱の規定に違反したとき。

(3) その他市長が補助金を交付することが適当でないと認めるとき。

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、

その取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付しているときは、補助事業

者に対し期限を定めてその返還を命ずる。

（財産の処分の制限）

第１４条 補助事業者は、補助対象事業により取得し、又は効用の増加した財

産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省

令第１５号）に規定する耐用年数に相当する期間内において、市長の承認を

受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

担保に供し、又は廃棄してはならない。

（質問等）

第１５条 市長は、必要があると認めるときは、補助事業者に対し質問をし、

若しくは報告を求め、又は第１２条の帳簿その他関係書類について検査をす



ることができる。

（その他）

第１６条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付等に関し必要な事項は、

市長が別に定める。

附 則（令和３年５月２８日）

（施行期日）

１ この要綱は、令和３年５月２８日から施行する。

（この要綱の失効）

２ この要綱は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日ま

でに交付決定をした補助金の取扱いについては、この要綱は、同日後もなお

その効力を有する。

附 則（令和３年６月１６日）

（施行期日）

１ この要綱は、令和３年６月１６日から施行する。

（生産性向上特別措置法の廃止に伴う経過措置）

２ 産業競争力強化法等の一部を改正する等の法律（令和３年法律第７０号）

第１０条の規定による廃止前の生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２

５号）第４０条第１項の認定（生産性向上特別措置法第４１条第１項の変更

の認定を含む。）を受けた生産性向上特別措置法第４０条第１項に規定する先

端設備等導入計画は、法第５２条第１項の認定を受けた同項に規定する先端

設備等導入計画とみなす。

附 則（令和４年３月２４日）

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。ただし、附則の改正は、令和

４年３月３１日から施行する。


